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IMF、成長率見通しを下方修正

2022年4月20日

4月28⽇ 米GDP（国内総生産、1-3月期、
速報値）

4月29⽇ ユーロ圏GDP（域内総生産、1-3
月期、速報値）

重要
イベント

ポイント① ユーロ圏経済の不透明感は強い

IMF（国際通貨基金）は4月19⽇に改定した世
界経済⾒通しで、2022年の世界の実質GDP
（国内総生産）成長率を3.6%と前回1月⾒通
しから0.8ポイント下方修正しました。その背景には、
ロシアによるウクライナ侵攻の影響等があります。特
にユーロ圏ではその影響が大きく、エネルギー価格を
中心に高水準のインフレが継続し、景気減速の懸
念が高まっています。ECB（欧州中央銀行）のイ
ンフレに対する警戒感から、量的緩和の縮小や利
上げのタイミングが早まる可能性も考えられそうです。
22年のユーロ圏の成長率⾒通しも前回から1.1ポ
イント下方修正されました。

ポイント② 世界的なインフレ圧力が高まる

世界的に⾒てもインフレ圧力は高まっています。特
に一次産品を輸入に依存している新興国は大きな
打撃を受けています。また、中国では政府のゼロコロ
ナ政策による厳格な規制により、経済の停滞感は
深まっており、世界のサプライチェーンの混乱が懸念
されます。米国での今後の利上げの影響も考慮す
ると、世界的にも景気減速感が強まる可能性があ
ります。一方、これらの状況を鑑みた景気刺激策の
強化も期待できるため、今後の動向に注⽬です。

ポイント③ インフレは長期化する見通し

IMFのインフレ率の⾒通しは、前回と比較してより高
い水準が継続される方向に修正されており、23年
も上方修正されました。また、先進国と新興・発展
途上国間でのインフレ率の差も拡大しています。イ
ンフレ抑制に向けた金融引き締めも必要とされます
が、まずはその主因となっている地政学的な課題を
解決することが急がれます。

国・地域別実質GDP成長率見通し

消費者物価インフレ率の見通し

（注）IMFによる予測
（注）( )内は2022年1月時点⾒通しからの修正幅、ポイント。

（出所）IMF「World Economic Outlook, April 2022
（https://www.imf.org/）」 より野村アセットマネジメント作成

（注、出所）上表と同じ

(前年比、%)

世界 6.1 (0.2) 3.6 (-0.8) 3.6 (-0.2)

 先進国 5.2 (0.2) 3.3 (-0.6) 2.4 (-0.2)

  米国 5.7 (0.1) 3.7 (-0.3) 2.3 (-0.3)

  ユーロ圏 5.3 (0.1) 2.8 (-1.1) 2.3 (-0.2)

  ⽇本 1.6 (0.0) 2.4 (-0.9) 2.3 (0.5)

 新興･発展途上国 6.8 (0.3) 3.8 (-1.0) 4.4 (-0.3)

  中国 8.1 (0.0) 4.4 (-0.4) 5.1 (-0.1)

  インド 8.9 (-0.1) 8.2 (-0.8) 6.9 (-0.2)
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(前年比、%)

 先進国 3.1 (0.0) 5.7 (1.8) 2.5 (0.4)

 新興･発展途上国 5.9 (0.2) 8.7 (2.8) 6.5 (1.8)
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